ニッポン キンセイシ ニオケル キョウドウタイ ケンキュウ ノ イギ ト カダイ by 大島, 真理夫
- 1 -
 
 
 
 
 
 
            Discussion Paper No.10 
 
            日本近世史における 
        共同体研究の意義と課題 
 
                       大阪市立大学経済学部 
 
               大島真理夫 
              1995 年 9 月 12 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊おことわり 
 このディスカッションペーパーは、住谷一彦他編著（予定）『日本の共同体と家
族－比較の視点から－』（新曜社、近刊予定）に所収される予定の論文草稿です。
未定稿ですので、著者の承諾なしに引用・複写する事は、差し控え下さい。 
 
付記：上記の書物は結局、出版には至らなかった（2010 年 8 月）。 
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日本近世史における 
    共同体研究の意義と課題 
 
 
                                                   大阪市立大学経済学部 
                                大島真理夫 
 
 
 はじめに 
 
  本稿では、幕藩領主の農民支配の単位である近世の村が、一般的な場合において
は、単に公法上、言い換えれば支配、行政の単位としての地域団体にととまらず、
経済的、社会的にさまざまな共同的機能（あえて言えば私法上の）を有する閉鎖的
な〔今日の市町村とは異なり、構成単位が家であり、さらに正式な構成員資格（百
姓株、あるいは一軒前）には制約がある〕集団であったことを考え、村共同体ない
し共同体という用語、概念を使用することにしたい。いわゆる「行政単位としての
村」と「生活協同体としての村」が未分離の状態である。（１）「共同体」という用
語、概念については、混乱を招くので使わないほうがよいという意見がかつて出さ
れるほど、多くの議論があることは承知しているが、上記のような理解で使用して
おきたい。そして、今日の近世史研究において、村共同体、村社会などと言われる
場合、ほぼこのような理解で使われていると思われる。 
 
 
 １．近世史における共同体研究史の概観 
 
 日本近世史における共同体研究というテーマは、戦前以来の研究史をもっている
が、私は以前にその概観を行ったことがある。それは決して網羅的な文献リストの
提供を意図したものではなく、大きな流れを把握しようとしたものであり、あくま
で筆者の観点からする主観的な整理であったが（２）、ここでもう一度くりかえして
おきたい。 
 戦前、近世村落研究の出発期である大正期の研究には、(1)中田薫に代表される「村
という団体の性格」に関する研究、(2)牧野信之助や牧健二に代表される「村落結合
の形成史」の研究、(3)小野武夫に代表される「村落史」の研究（近世村落の多様な
形態、機能の分類学的研究）、という三つの潮流があったと思われる。あえて、学
問分野の対応関係を考えれば、(1)は法制史・法社会学、(2)は歴史学、(3)は社会学
・民俗学・地理学に関連が深いといえるかもしれない。 
 昭和初期の日本資本主義論争を経て、戦後は、問題意識としては、戦前の歴史展
開への反省、社会の民主化という課題、方法論的にはマルクス主義の影響の下で、
社会構成体の下部構造、基礎構造からの歴史認識が、時代を代表する研究潮流とな
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った。太閤検地論争、マニュファクチュア論争、地主制論争などの諸論争に代表さ
れる社会経済史の研究潮流である。それらの論争では共同体の問題は必ずしも主要
な論点にはならなかったが、本書第１部に紹介されたような、社会科学諸分野から
の学際的な農村調査、共同体に関する理論展開の進展（３）、農地改革に対する評価
の転換（４）、農村史研究の深化をうけ（５）、1960 年代の幕藩制構造論において重要
なテーマとなった（６）。それらは、方法論的には、50 年代の歴史学主流の方法論を
受け継いだ、経済的基礎構造からの歴史認識という立場で、共同体の構成主体の形
成、共同関係の経済的機能を分析した。多くの地方史研究も登場し、共通の村共同
体像が形成されたといっても過言ではないであろう。先の三つの研究系列でいうと、
(2)を狭義の経済史的な方法から分析するという方向であった。(1)や(3)の研究系列
に属する研究の展開も見られたが（７）、それらの統合は残念ながら追求されなかっ
た。 
 この時代の多様な研究を一口で特徴づけることは無謀であるが、あえて代表的な
特徴を見いだせば、他の社会科学諸分野での研究と共通すると思うが、戦後日本の
課題であった社会の近代化、民主化という問題意識が継続していたことであろう。
戦前の専制的な天皇制国家、それを支えた社会の封建的性格の強力な残存への反省
をふまえ、それらの歴史的研究を行うという課題意識である。そして、共同体を前
近代社会、封建社会の基礎的社会組織ととらえ、日本近世社会におけるその存立根
拠、歴史的性格、日本近代社会における残存の要因（西欧近代における解体との対
比）を分析した。基調となる考え方は、耕作規模の零細性に代表される日本農業の
後進性、脆弱性、その基礎の上で展開する日本資本主義の特殊性という、いわゆる
講座派的な考え方であった。近世農村の共同体関係は個別農民経営の零細性を補完
するもの（水田農業に不可欠な「水」と自給肥料・燃料供給源である「山」に代表
される、いわゆる「水と山の共同体」論）、近代での未解体は、日本農業の後進性
と、後発的な日本資本主義がそうした農業部門を基礎としていたためである、と考
えられた。 
 これに続く 1970 年代の特徴は、それまでの社会経済史を中心とした幕藩制構造論
研究から、国家史という研究方向への転換が提唱されたことであった（８）。しかし、
それらが本来の意味での国家史になっていないという批判もあったように（９）、国
家史といいながらいまだ下部構造決定論的な国家把握から十分に脱却しておらず、
すなわち方法論的には 60 年代の構造論研究の延長に位置した。そして、もう一つの
特徴は日本前近代社会のアジア的性格が強調されたことである（１０）。この場合のア
ジアというのは、今日のような「発展するアジア」という意味ではなく、近年オリ
エンタリズムとして批判されている伝統的観念である「停滞のアジア」であり、ア
ジア的専制と呼ばれるような国家形態を存続させた要因を探るという視角（近代天
皇制の問題が念頭におかれている）であった。当然、共同体を克服の対象とする戦
後の研究を引き継ぎ、村についていえば、村請制論として、農民支配の枠組として
の村、それへの農民の緊縛が以前よりも強調され、それは小農民経営の零細性、脆
弱性に対応した支配様式と認識された（１１）。 
 これに対し、80 年代には大きな転換があった。村の自律性、自治の能力に注目し
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て、その達成を高く評価する研究である。近世前期については、水本邦彦（１２）、後
期については薮田貫（１３）の業績に代表される。方法論的にも、水本が「小農」にか
えて「小百姓」という用語にこだわっていること、薮田が国訴＝小ブルジョア闘争
説を批判して、階級闘争に解消できない民衆運動の研究の必要性を強調することに
見られるように、社会経済史的方法からの脱却が率直に表明された。同時に、共同
体（村落共同体、村共同体などの含めて）という用語も、用いられなくなった。水
本は「村社会」という標題を掲げたし、薮田の著書にも共同体（同前）という用語
は索引に採録されていない。 
 こうした研究方向に対して、佐々木潤之介は、薮田が中田薫に依拠して近世の村
の「仲間団体的性格」という用語を使ったことを取り上げて、「共同体的関係を基
礎においた村結合」という従来の表現ではなぜいけないのか、言い換えによって「研
究史上積み重ねられて来た問題意識と研究成果などの重要な問題が欠落してしまい
はせぬか」と批判した（１４）が、この批判は 70 年代から 80 年代への近世農村史研究
の変化を端的に表現していたと思う。すなわち、例えば共同体というような、佐々
木がこだわった用語群は 50 ｰ 60 年代の社会経済史研究（主としてマルクス主義にも
とづく）が依拠してきた諸用語・概念であり、「生産力・経済の発展と社会構造の
変化、それらと階級闘争の展開、その階級闘争をになった主体の政治的・社会的・
文化的成長などの、総体的把握とその歴史性の解明という問題系列」（１５）であった。
いうまでもなく、唯物史観の公式を基礎にした歴史研究である。しかし、水本や薮
田がそうした用語群を避けたのは、まさにそうした用語群や問題系列による歴史研
究が、高度成長後の 70 ｰ 80 年代の日本社会に対する現実性を喪失しつつある、とい
う学問的危機感からであったと推測する。近世史においては従来の社会経済史的研
究の退潮が著しい。水本や薮田はそうした動向を代表しているのである。（１６） 
 その意味において、「共同体」という用語を前面に出している本書は、こうした
状況に積極的な問題提起をする必要があるといえるだろう。すなわち、なぜ「共同
体」という用語にこだわるのか、そのことによって何を問題提起しようとしている
のか、ということである。単に 50 ｰ 60 年代の枠組みにおいて使われていた用語を固
守せよというのでは、現実性を喪失してしまうであろう。他方、水本や薮田にして
も、従来の用語を置き換え、問題視角は大きく転換させたが、かつての社会経済史
的研究をいかに総括し、今日の時点でいかに進展させるかという点では問題解決は
出来ていないのであり、そこに上記のような佐々木からの批判を受ける余地がある
といえるのである。この点についての私見は後に述べることにしたい。 
 
 
 ２．最近の研究動向ーモラル・エコノミー論的方向への展開ー 
 
 
(1)最近の動向の特徴 
 以上が 80 年代までの近世史における共同体研究の私の観点からする整理である
が、最近になって、注目すべき研究動向が見られるように思う。白川部達夫はそう
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した動向を担う一人であるが、その最近の表現では「百姓的世界」の独自の論理の
探求とでもいうことになる。白川部は近著の冒頭で次のように述べている（１６）。 
〔現代社会でー大島〕村落共同体の解体が進むなかで、戦後歴史学が積み重ね
てきた封建制の克服など共通の問題意識や村落構造論的な分析枠組は、有効性
が失われつつあり、新しい枠組みが模索されるようになった（たとえば、柴田
三千雄『近代世界と民衆運動』岩波書店、1983 年）。その重要な見方の一つと
して、人間の自立の基礎としての共同体とその歴史を見直すという方向がある。
そしてこの解明のための分析枠組みとして社会史的アプローチがさまざまな
地点から試みられている。／本書では、こうした点をふまえて近世社会の歴史
的基層を解明するため、もっとも基本的要素となる近世百姓の所有と自由、そ
の社会結合をとりあげた。またそのアプローチの方法としては、階層構成・支
配関係・共同体規制などの村落構造論的なアプローチにたいして、所有・自由
・社会結合のそれぞれの社会意識を追求するなかで課題にせまろうとした。 
 ここにはいくつかの点で注目すべき内容が含まれている。まず、封建制の克服で
はなく、人間の自立の基礎としての共同体の意義を探るという視角、その独自の論
理ー所有・自由・社会結合の社会意識ーの追求という課題認識である。共同体を封
建制の温床ととらえ、克服の対象であると考えた戦後歴史学の課題認識から、いわ
ば１８０度の転換である。たしかに、村社会の自律性や自治の達成を高く評価して
近代への前提条件の形成を展望した 80 年代の水本・薮田の研究潮流は、問題意識、
方法論の双方において、戦後歴史学からの転換を果たしていた。この「自治」論と
「百姓的世界」論の決定的な相違は、前者では近世における達成が近代への前提条
件の形成へと、いわば連続的に把握されているのに対し、後者では、「百姓的世界」
の独自の論理は近代社会とは異質で断絶的な関係として把握されていることである。
そして、それは近代では失われたものであり、そこにこそ現代の我々が学ぶべきな
にかを探求すべきだという主張になっている。すなわち、自治論は近世の達成を確
定し、連続的に近代への基盤を探るという視角であるが、私の読み込みをふくめて
いえば、「百姓的世界」論は近世と近代を断絶的にとらえ、近代では失われてしま
った世界を近世に発見し、ポスト・モダンと呼ばれる現代にその再構築を展望する
という視角になっているのである。 
 本書の観点から、もう一つ注目すべき点は、水本や薮田が使わなかった「共同体」
という用語を避けてはいないことである。さらに「所有」という問題が取り上げら
れている。自治論が当然ながら経済の分野ではなく、政治や社会の分野に焦点を当
てていたのに対し、白川部の議論は新たな視点から経済の分野を問題に取り込もう
としているのである。その意味では、歴史的評価の方向は逆であるが、研究対象と
しては以前の社会経済史的研究を継承するものになっている。白川部の新著の第１
章は「近世質地請戻し慣行と百姓高所持」である。原論文の発表は 1986 年であるが、
その前後から、質地慣行や土地所有についての研究がいくつか発表されるようにな
り、一つの潮流と言えるような勢いである。以下、白川部の研究を手がかりにして、
この潮流を紹介してみたい。 
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(2)無年季質地請戻し慣行の研究 
 白川部は、1978 年の論文「村方騒動と世直し」（１８）において、世直し一揆に多
く見られる質地返還要求と近世の土地慣行を関連させて理解するという、先駆的な
問題提起を行った。そこでは世直し一揆における質地・質物返還要求が半プロ層の
小農回帰を求める要求であるという前提のもとに、その背景を近世の質地慣行に探
った。何十年、場合によっては百年以上経過しても請け戻し権が残存するという慣
行であり、その際検地名請け人であるという根拠は最も強く機能すると指摘した。
ただし、世直し一揆における要求（取戻し＝元金を支払わない）と、近世の土地慣
行（請戻し＝元金を支払う）の関係については、なお検討を要するとして、慎重な
態度を保った。 
 その後、1984 年の「近世後期の分付記載についてー質地請戻しと百姓高所持ー」
（１９）においては、近世の土地所持慣行に焦点をしぼって詳しい検討を行った。近世
初期について知られている分付記載が、近世後期の土地関係の帳簿や証文にも多数
見られることを指摘し、それらがその村で行われた最後の検地における名請人名を
示すものであることを明らかにした。そして、相州の事例から、質地請戻し請求権
が「地主」（元地主）＝検地帳名請人にあることを明らかにした（流質取得地を質
入れした場合、その者には請戻し権はない）。同時に小高の百姓の質取り地を請戻
すことによって逆にその百姓の存続が困難になる場合には配慮がなされていること、
および請け戻しがしばしば潰れ百姓株式再興を名目としていることから、請け戻し
は、（小百姓的な）百姓株式維持と検地帳名請という二重規定のうえに立っている
と述べた。この場合の百姓株式とは、厳密な意味での百姓株ではなく、農家の存立
というような広い意味であった（２０）。さらに、全国にわたる「質地請戻し出入」の
史料を博捜することによって年季経過後の質地請け戻しの事例を多数収集し、畿内
を例外としてそれが全国的に見られることを明らかにした。 
 1986 年（原稿完成は 1984 年）に発表された「近世質地請戻し慣行と百姓高所持」
（２１）では、前稿で紹介された、全国の質地請戻し出入の事例を詳しく紹介し、それ
らから無年季的質地請戻し慣行の地域性（畿内を除く全国的分布と東北・関東での
強固性）、請戻しの条件（元金の返済）、請戻しの根拠（検地名請け人・百姓株式）、
質取り主側の請戻し拒否の主張の根拠を明らかにした後、近世後期の分付記載に現
された高所持意識の構造を示し（小百姓的所持と地主的所持の矛盾の止揚）、最後
に、無年季的質地請戻し慣行の歴史的位置づけを論じた。中世的土地所持観念の関
係（両者の不連続性を強調）、永代売買禁令との関連（近世後期におけるその受容
・定着）、世直し騒動との関連（「請戻し」と、「取り戻し」＝土地と人の結びつ
き回復への執念の激発、との区別）である。 
 白川部が 1978 年に提起した、無年季的質地請戻し慣行と世直し騒動の質地・質物
返還要求との関連については、1982 年に落合延孝が議論を進めた（２２）。落合は、
相州の質地請戻し争論の事例から、無年季的質地請戻し慣行が幕末にも存在してい
たこと、請戻しの根拠は開発人というような中世的な観念ではなく検地名請けとい
う近世的なものであること、潰れ百姓再興と関連されるように小農経営再建という
性格をもっていること、したがって、近世期においては地主的土地所有が十分に安
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定していなかったこと、を指摘し、村落共同体の「仕来」「先規」「郷法」として
生きていたこうした土地所持意識が世直し騒動の質地・質物返還要求の基礎にあっ
たのだと主張した。落合は、その後、上州碓氷郡東上磯部村の事例として、同族型
村落における「歳暮」「年玉」などの贈答慣行、土地売買や頼母子講などの金融関
係を分析し、同族・小名集落といった血縁・地縁の共同体のつながりが下層農民の
経済的安定に寄与していたが、開港以後の経済変動の中でそうした機能が失われ、
そのことが世直し騒動において「相互扶助的な融通機能を、打毀しという自力救済
の方法で実現させよう」とすることになったと主張し（２３）、さらに次の論文におい
ては、世直し騒動における質物返還の上州各地の実態を明らかにし、上州甘楽郡国
峯村田村家の事例について詳しい個別分析を行った上で、無年季質地請戻し慣行と
同様に、質物についても「物とその最初の所有者との間の解消することができない
つながり」（Ｍ．モース）があり、世直しにおける民衆の要求はそうした「商品経
済・市場経済の未熟さに基礎づけられた」「前資本主義的・非資本主義的」な性格
をもっていたと主張した（２４）。世直し騒動における質地・質物返還要求を、近世の
質地慣行だけではなく、頼母子金融や贈答慣行にまで広げて一般化し、前資本主義
・非資本主義の経済倫理と、開港後の資本主義の経済倫理とのあつれきの問題とし
て理解しようとしているといえるであろう。 
 他方、無年季的質地請戻し慣行それ自体は、神谷智が、甲州山梨郡下井尻村依田
家の事例について、多数の質地証文の分析から研究を進めた（２５）。神谷は、延宝～
正徳期の検地帳・名寄帳の分析から下井尻村において地字名固定化が進むが、これ
は質地取引が増加し、高請地を正確に把握する必要が生じたためであるとする。そ
して、元禄～天保期の証文の形式・文言の変遷を検討することによって、無年季請
戻し文言から年季明け後流地文言への変化、その代償として年季内請戻しの承認、
しかし年季内の売上（売渡金の追加）は禁止、というような傾向を見いだし、それ
らのことから元禄期にはいまだ請戻し権が強固に存在していたが、それ以降徐々に
制限され質取り主のの権限が強化されていくと結論する。その際、そうした質取り
主の権限強化は上層農民主導で進められ、小百姓間取引では請戻し権が留保される
傾向にあったと指摘する。神谷の主張の独自な点は、請戻し慣行が（中世から引き
継がれて）近世初期に一般的に存在し、中期以降衰退に向かうという認識であり、
それが中期以降も完全には消滅しないのは、百姓のイエの存立を確保するという認
識が存在したためだという点であろう。神谷の研究は多数の質地証文を分析した貴
重なものではあるが、永代売買証文、年季明け流地文言付き証文が交わされたとし
ても、実際には請戻しがなされているというところに、慣行の問題が存在している
ことを考えると、白川部も指摘するように〔白川部、前掲論文（注 20）、76 ﾍﾟｰｼﾞ〕、
証文文言からの分析には一定の限界があることも事実であろう。 
 このような土地所持をめぐる慣行について、村内耕地に対する村の規制力という
見地から、江藤彰彦の主張がある（２６）。江藤は、福岡藩西部、筑前国怡土郡井原村
三苫家文書を中心とした分析によって、永代売買証文が取り交わされている場合に
も請戻しが行われていたり、藩が土地登記簿的役割を果たすことを意図した名寄帳
も作成基準が大庄屋支配単位ごとに異なっており、結局、証文・名寄帳は土地所持
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の実態との乖離があり、無年季的請戻し慣行が広範に行われていたことを明らかに
した。江藤の分析のすぐれた点は、さらに一歩すすんで、請戻し慣行が維持される
社会経済構造を探った点である。江藤は、質取り主の土地への権利が安定しない理
由は、まず、金主は取り分は元金の１割５分という利子率に規定された金利取得に
限定されており、当該の土地を自作する能力がなかったということがあり、それを
前提として、村は年貢・諸役の負担単位として自らを維持し、耕作放棄地の発生を
避けるため、家と土地の結びつきに関与し、「長期にわたって所持してきた農民の
権利を原則として保護する方向」をめざしたということである。それは、他村へ流
出した土地の請戻し願いを、村を単位として行うことに典型的にみられるし、村内
の土地についての無年季的請戻しの保障にみられる。江藤はこれを村の資源配分シ
ステムと呼んでいる。 
 以上に紹介した無年季質地請戻し慣行の研究と並んで、個々の百姓の土地所持に
対する村の関与、地主小作関係に対する村の関与に注目し、近世百姓の土地所持の
私的性格の限界、共同体の関与の重要性を指摘する研究がいくつか現れている。管
見の範囲であるが、割地、質地請戻し慣行、他村への土地移動禁止、村借にともな
う担保地提供などを、入会林野、村請新田、村持地などの「直接的共同所持」と区
別して、「間接的共同所持」と位置づけることを主張する渡辺尚志の研究（２７）、土
地の「分地」を通じて発生した高所持と実地所持のずれに注目し、個別百姓の所持
地も村内小名の共同地的性格をもっていたと主張する関口博巨の研究（２８）、近世地
主小作関係に対する村共同体の直接的関与（「剰余論を前提とした地主小作関係論
ではなく、貧窮分解論的な見地、つまり近世の村共同体及び諸集団、あるいはそれ
以前の共同体および諸集団が本来的に有していた成員の擁護・解体防衛機能の一つ
として地主小作関係が成立するという視点」）に注目する大塚英二の研究（２９）など
である。 
 
(3)モラル・エコノミー論 
 それぞれの論者が独自の主張をしているわけであるが、あえて全体としての特徴
点を見いだせば、土地所有、質地取引、地主小作関係など、50 ｰ 60 年代の社会経済
史的研究が議論してきた問題を、まったく新たな形でとらえ直そうとする傾向が共
通して見られるといえるであろう。すなわち、共同体を封建制の基盤としてとらえ、
私的所有の発展が共同体の解体、近代社会の成立をもたらすといった、経済発展段
階説的な歴史認識の見直しと言ってよいであろう。そして、さきに引用した白川部
の「百姓的世界」に主張されているように、共同体を個人の自立の基盤として、積
極的にとらえ直そうという傾向である。 
 こうした近世史研究の方向は、近代史の側での、モラル・エコノミー論的な民衆
運動研究や土地問題研究と連動しているのである。モラル・エコノミー論というの
は、イギリスの社会史家、E.P.トムスンの研究（３０）、すなわち、18 世紀イギリス
の民衆の食糧暴動は、しばしば mob 、つまり暴徒の発作的行動と考えられてきたが、
実は、自由競争的市場を前提とするポリティカル・エコノミーとは異なる、民衆の
伝統的経済倫理＝モラル・エコノミーに根ざした行動であり、独自の論理と正当性
- 8 -
をもった行動であったが、近代資本主義社会の本格的成立と共に失われてしまった
経済倫理である、という議論であり、これを受けて、明治前期の民衆運動や土地改
革をとらえようとされているのである。著書としてまとめられた代表的な研究とし
て、稲田雅洋（３１）、鶴巻孝雄（３２）の明治前期民衆運動の研究、丹羽邦男（３３）の独
自な近代的土地所有成立史研究がある。 
 共通するシェーマははっきりしている。つまり、土地売買、質地・質物金融、土
地利用などについて、近世においては、中下層の民衆の再生産を保障するシステム
が存在しており、幕藩権力はそれを容認していたのに対し、明治国家が導入した近
代的土地所有制度、近代的金融システムはそれらを破壊し、その過程で激しい民衆
の抵抗に直面せざるを得なかった。それが、世直し騒動、困民党事件である。そし
て、それらの伝統的システムは前近代的なものとして否定的に評価されるべきでは
なく、豊かな可能性を含んでいたのであり、市場経済のもたらす経済的脅威にさら
されている、現代の我々にとっても学ぶべき点を含んでいるというものである。安
丸良夫は、困民党など、明治前期の民衆運動史にモラル・エコノミー論を積極的に
導入することを企図した先駆的な論文を、次のようにしめくくっている。（３４） 
前近代的な所有は、現実的な利用を基礎に実際的な諸事情・諸関係のなかに実
現されている人間くさい所有であり、こうした所有における民衆的な立場から
の規制力がモラル・エコノミーなのであろう。だが、実力行使を背景としたモ
ラル・エコノミーの回復がもはや不可能になったのだとすれば、前途にどんな
困難がまちうけているにしろ、人びとは自己帰責の原則に自分を順応させ、そ
のようなものへと自分を馴練してゆくほかない。抑うつ的で緊張にみちた“近
代”というものが、人びとの生を全面的に規制しはじめたのである 
 このような近代史の側の研究動向に対する、近世史の論者たちの見解は一様では
ない。もっとも密接な連携関係をめざしているのが落合延孝であり、慎重な態度を
とるのが白川部達夫である。明示的に関説していない論者もある。しかし、あえて
共通の方向性を強調すると、前引の白川部の文章にみられるような近世の村共同体
への積極的評価（個人の自立の基盤という側面への注目）があり、大きな流れとし
てみるならば、論者によって濃淡はありながらも、モラル・エコノミー論的方向で、
近世史と近代史の連携関係が成立しつつあるように思われるのである。（３５）  
 
 
３．今後の課題 
 
 このようなモラル・エコノミー論に対しては、英国産業革命の生活水準論争と反
資本主義イデオロギーにかんする、F.A.ハイエク、T.S.アシュトンの議論が連想さ
れる。彼らは次のように論じた。すなわち、２０世紀前半に盛行した資本主義批判
の議論、社会主義の主張は、ある特定の歴史認識と結びついている。それは、勤労
者階級は、以前の農業社会においては豊かとはいえないとしても、まずまずの安定
した生活を送っていたが、産業革命と資本主義経済の発達によって、機械に従属し
た、劣悪な労働・生活環境に陥ることを余儀なくされ、全体として労働者階級の生
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活水準は以前より悪化したという歴史認識である。しかし、それは正しい事実認識
に基づいていない。１９世紀前半のイギリス労働階級のうち、もっとも貧しかった
のは機械が導入された資本主義大経営ではなく家内労働者であり、全体としての貧
困は、機械の導入や資本主義の影響というより、英仏戦争やその他の政策的不備が
原因であった、というものである（３６）。 
 私は、この批判がトムスンをはじめとするモラル・エコノミー論に対しても当て
はまるように思えてならない。すなわち、前近代社会を実際以上に調和的な社会と
して描き、近代社会ではそれらの安定装置が崩壊し、弱肉強食的競争社会となると
いう考え方である。言い換えれば、前近代と近代との間に大きな断絶を見て、人間
と社会が全面的に転換してしまうというような認識である。前引の安丸の文章はそ
うした認識を典型的に示している。これは思いこみの強い、バランスを欠いた認識
ではないであろうか（３７）。 
 モラル・エコノミーは、トムスンがいうように、「温情主義的権力と民衆の特殊
なバランス」（３８）の上に成り立っていた。質地請戻し慣行を例にとれば、質入れし
た中下層農民と、質地地主との、依存と温情の微妙なバランスである。それは、解
放的な経済、交通通信の発達、産業社会化、といった現象とはなじみにくいもので
ある。鎖国下の近世経済の比較的小さな変動に対しては安定化機能を果たし得たで
あろうが、幕末開港から松方デフレに至る経済変動の大きな波を調整（レギュラシ
オン）できるようなシステムではないのである。世直し騒動の質地・質物返還要求
は、たしかに制度変化の影響もあったかもしれないが、制度変化は全国的なもので
あるのに対し、世直し騒動の発生した地域が限られていることを考えると、養蚕・
製糸地域における経済変動の大きさも重要な要因として考える必要があるといえる
であろう（３９）。さらに、近代においてもモラル・エコノミーはまったく消滅してし
まったわけではなく、形は変わったとしてもさまざまな局面に新たに展開している。
近代の地主小作関係において小作料の減免慣行が広範に存在することはつとに指摘
されているし（４０）、近代日本の労使関係についても、それを対等な個人間の契約で
はなく、「地位に応じた公平」、「恩恵への権利」という、上下関係が存在する集
団内部の秩序として実現しようとする努力が労働者側から行われたという指摘もあ
る（４１）。なによりも、日本近代が個人主義的な競争的市場社会を生みだしたのであ
れば、現代の日米経済摩擦は（少なくとも、今日と同じ形では）起こっていなかっ
たであろう。 
 近世史に問題をもどすと、モラル・エコノミーの存立構造を明らかにする必要が
あるといえるであろう。無年季質地請戻し慣行はたしかにモラル・エコノミーとい
ってよい事実である。それが、どこまで日本近世に固有の要因によるものか、どの
点においては普遍的な要因から説明可能なのかを、見きわめることである。ところ
が、近世史においては、ややもすると、請戻しの根拠に議論が集中している感があ
る。すなわち、検地名請け、百姓株式、「イエ」相伝の事実、のいずれかという議
論である。それらは無年季的請戻しという超法規的措置を正当化する理由付けでは
あるが、請戻しを支える真の条件ではないであろう（４２）。その点、江藤彰彦は、一
歩踏み込んで、村の資源配分機能、土地と人を結びつける機能が無年季請戻しを支
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える条件であるとした（４３）。しかし、村および資源を強調すると、他村における土
地と人の結合の復活をなぜ援助するのかということや、土地以外の質物（布団、蚊
帳などの家財）の返還をうまく位置づけられない。また、資源配分機能が年貢・諸
役の負担単位＝支配単位としての必要から生じているのか、個別農家の再生産保障
の必要から生じているのか、つっこんだ分析はない。 
 史料的裏付けは別稿にゆずるが、私は、無年季的な質地・質物請戻しの要因は、
質取り主と質入れ人の間が、対等な個人の契約ではなく、保護と被保護、上位と下
位、温情と依存、の関係であるという認識であると考える。そして、ここからが重
要なところであるが、そうした観念は、特別に温情的な人物や、現代人とは異なっ
た前近代的倫理の存在を前提とするというようなものではなく、「米櫃の底まで知
られている」という農村社会の「完全情報」という条件（フリー・ライダー問題を
回避できる）、何代にもわたって住み続けるという「無限回反復」のゲームである
という条件（協力ゲームの成立）、のもとで、お互いの最低限度の再生産を保障す
るシステムの存在を可能にしたと考えるべきであろう（４４）。そして、石高制に規定
された幕藩制支配の単位である村が、制裁措置を可能にする単位集団の枠を提供し
ていた。 
 今日における共同体研究の課題であるが、アプリオリに集団を前提するのではな
く、いったん方法的個人主義に立ち帰り、いかなる条件のもとで、共同的行為や集
団が成立するのかということを、分析に取り入れる必要があると思う。従来の共同
体論はマルクスの『諸形態』の影響を非常に強く受けている。前近代＝共同体、近
代＝個人という二分法的シェーマもそこに含まれている。我々は、この図式にあま
りにもつよく拘束されて来たのではないであろうか。こうした方法論に対する反省
を経ない限り、共同体論は現代に対して新しい問題提起をすることは不可能であろ
う。 
 なぜなら、二分法に立つ限り、近代農村における共同体の存在や、農村以外の局
面、たとえば労使関係におけるモラル・エコノミーの存在などは、前近代的社会関
係の残存ないし再生産として把らえられがちであり、近代化の未成熟ないし後進性
として理解されがちになるのである。日本マルクス主義、戦後市民派社会科学、ア
メリカ近代化論、すべて同じ弊害を免れていない。そして、結局単線型発展の歴史
認識に帰着する。 
  これに対し、前近代であろうが近代であろうが、まず利己的な個人を方法的に措
定し、いかなる条件によって、共同体やモラル・エコノミーが存在しているのかを、
追求してみることが重要ではないであろうか（４５）。そのことによって、発展段階論
的、決定論的な認識から解放され、機能論的な認識が可能になり、西欧中心史観や
先進ー後進史観を克服することが出来ると考えている。 
 
注 
(1) 西川善介『林野所有の形成と村の構造』（御茶の水書房、1957 年）や中村吉
治『日本の村落共同体』（日本評論社、1957 年）は、近世においては両者の不一致
の方が普通の状態であると考えているが、私は近世後期において「生活協同体」が
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「行政単位の村」に収斂する側面もあることを考え、やはり両者の未分離な状態を
想定したい（大島真理夫『近世農民支配と家族・共同体（増補版）』御茶の水書房、
1993 年。とくに増補２）。 
(2) したがって、紹介すべくして言及していない業績も多いことをお断りしておき
たい。とくに民俗学、地理学の分野はまったく目が届いていない。大島、前掲書（注
1）、序章 補論「近世家族史・村落史研究の系譜」。 
(3) マルクスの『資本制生産に先行する諸形態』の紹介、大塚久雄の『共同体の基
礎理論』の刊行など。 
(4) 水沼知一「＜日本資本主義論争＞における＜国民経済＞問題ーその把握方法を
中心としてー」（大塚久雄編『後進資本主義の展開過程』アジア経済研究所、1973
年）。内田芳明『ウェーバーとマルクスー日本社会科学の思想構造ー』（岩波書店、
1972 年）。 
(5) その代表として、古島敏雄の業績があるであろう。 
(6) それらの代表として、佐々木潤之介、朝尾直弘、大石慎三郎の研究をあげるこ
とが出来る。 
(7) 西川、前掲書（注 1）、中村、前掲書（注 1）、木村礎『日本村落史』（弘文
堂、1978 年）など。 
(8) 国家史研究の業績としては、原・峰岸・佐々木・中村編『大系・日本国家史』
（東京大学出版会、1975 ｰ 76 年）。   
(9)  水林彪「近世の法と国制研究序説ー紀州を素材としてー（６・完）」（『国家
学会雑誌』95 巻 1･2 号、1982 年）の批判。 
(10) 芝原拓自『所有と生産様式の歴史理論』（青木書店、1972 年）。 
(11)  佐々木潤之介『幕末社会論』（塙書房、1969 年）。深谷克己「幕藩制におけ
る村請制の特質と農民闘争」『歴史学研究』1972 年度大会報告集。 
(12) 水本邦彦『近世の村社会と国家』（東京大学出版会、1987 年）。 
(13) 薮田貫『国訴と百姓一揆の研究』（校倉書房、1992 年）。 
(14) 佐々木潤之介「1987 年度日本史研究会大会報告批判」『日本史研究』309 号、
1988 年 5 月、52 ページ。 
(15) 同前、51 ページ。  
(16) 同時に、本書に集録されている井ケ田良治報告に述べられているような京都
と東京の学風の違いも反映している。私には、水本邦彦の村社会論は戦前の牧健二
の議論（「我が国近世の村落団体の起源」『法学論叢』34 巻 6 号、「中世末期二お
ける惣村観念の成立」『経済史研究』16 巻 1 号）を正統的に受け継いでいると思え
てならない。 
(17) 白川部達夫『日本近世の村と百姓的世界』（校倉書房、1994 年）9 ページ。
〔 〕内は大島。 
(18) 『歴史公論』4 巻 6 号、1978 年 6 月。なお、元地主の権限が留保されている
多様な質地慣行については地租改正との関連で丹羽邦男『形成期の明治地主制』（塙
書房、1964 年）がつとに指摘している。 
(19) 『古文書研究』23 号、1984 年 12 月。 
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(20) 白川部達夫「近世質地請戻し慣行についての覚書」『日本史研究』371 号、
1993 年 7 月、70 ｰ 71 ページ。これは、神谷智の批判（同「近世中期における高請地
把握と質地慣行の変化」『日本史研究』362 号、1992 年）への反論として述べられ
た。 
 よく考えてみると、白川部の「百姓株式維持と検地名請」という二重規定は、相
互に対立する局面が予想され（元々の検地名請け地を持たない小百姓の場合、広義
の百姓株式維持＝土地所持確保・回復と、検地名請の原則は矛盾する）、そこが神
谷の批判を招く点となっている。ただし、神谷もその点を解決しているわけではな
い。 
(21) 『歴史学研究』552 号、1986 年 6 月。白川部、前掲書（注 18）に所収された。 
(22) 落合延孝「世直しと村落共同体」『歴史学研究』1982 年度大会報告特集号。 
(23) 同「近世村落における贈答慣行と融通ー碓氷郡東磯部村の事例を通してー」
『群馬大学教養部紀要』22 巻､1988 年。 
(24) 同「世直しと質物の返還ー上野国甘楽郡国峰村を中心としてー」『群馬大学
教養部紀要』23 巻、1989 年。 
(25) 神谷、前掲論文（注 20）。 
(26) 江藤彰彦「近世村落と土地所持慣行」九州大学『経済学研究』59 巻 3･4 号、
1994 年 3 月）。 
(27) 渡辺尚志「近世村落共同体に関する一考察ー共同体の土地への関与の仕方を
中心にー」『歴史評論』451 号、1987 年 11 月。同『近世の豪農と村落共同体』東京
大学出版会、1994 年、に所収。 
(28) 関口博巨「近世関東の「村」と百姓土地所持ー武州志多見村を中心にー」『歴
史学研究』628 号、1992 年 1 月。 
(29) 大塚英二「近世期地主小作関係に対する村共同体の関与についてー主に遠州
地方の事例からー」『歴史の理論と教育』85 号、1992 年 11 月、同「近世後期の郷
地賄についてー遠州地方の事例からー」『ヒストリア』143 号、1994 年 6 月、など。
引用は、『ヒストリア』論文、27 ﾍﾟｰｼﾞから。 
(30) E.P.Thompson, “Moral Economy of the English Crowd in the Eighteenth 
Century”, Past and Present 50, Feb.1971. 
(31) 稲田雅洋『日本近代社会成立期の民衆運動ー困民党研究序説ー』筑摩書房、
1990 年。 
(32) 鶴巻孝雄『近代化と伝統的民衆世界ー転換期の民衆運動とその思想ー』東京
大学出版会、1992 年。 
(33) 丹羽邦男『土地問題の起源ー村と自然と明治維新ー』平凡社、1989 年。 
(34) 安丸良夫「困民党の意識過程」『思想』726 号、1984 年 12 月、96 ﾍﾟｰｼﾞ。な
お、それ以前に、大舘右喜『幕末社会の基礎構造ー武州世直し層の形成ー』（埼玉
新聞社、1981 年）が、トムスンの研究に言及している（同書、263 ﾍﾟｰｼﾞ）。 
(35) 白川部は、「請戻し」から「取戻し」＝「土地平均」要求への飛躍について、
半プロ層の役割を重視する（白川部、前掲論文（注 20）、70 ﾍﾟｰｼﾞ）。自ら指摘す
るように、佐々木潤之介の「世直しの状況」論を前提にした方向である。 
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 研究史的には、佐々木は運動の担い手に注目し、小生産者主体の百姓一揆と、半
プロが加わった世直し騒動の違いを指摘し、同時に半プロであることからやはり村
落共同体に規定されていた限界を指摘した（佐々木潤之介「世直しの状況」『講座
日本歴史』５・明治維新、東京大学出版会、1970 年）。落合延孝は世直し騒動の担
い手を小百姓層と考え、質地請戻し慣行との連続性を主張した。農民の世界観とい
う点から、近世の百姓一揆と世直し騒動の段階的変化に注目した研究として、Irwin 
Scheiner, “Benevolent Lords and Honorable Peasants: Rebelion and Peasant 
Consciousness in Tokugawa Japan”, in Japanese Thought in the Tokugawa Period 
 1600-1868: Methods and Metaphers, eds. Tetsuo Najita and Irwin Scheiner, 
Chicago and London: Chicago University Press, 1978, がある。 
 私も、「請戻し」と「取戻し」には飛躍があると思う。その点で、落合が紹介し
た、上州甘楽郡国峯村田村家の事例は興味深い〔落合、前掲論文（注 24）〕。すな
わち、慶応 4 年 2 月 25 日の打毀しで 644 両 1 朱の質物を無償返還したが、その後、
同年 8 月 3 日の段階で、89％にあたる 570 両 2 分が再返還され、同家は 6 月中旬か
ら質屋の営業を再開したという事実である。そして、田村家は、この再返還は、藩
の指令というより、自力で回収に乗り出しており、しかも、質置き主や女性がその
使い人を勤め、平和的に回収が進んでいる。このことは、世直し騒動による質物無
償取り戻しは、質屋と質置き主の信頼関係を破壊し、質屋営業自体が機能マヒ状態
になったこと、平和的に再返還が進む中で営業が再開されたこと、を示している。
世直し騒動は、少なくとも短期的には、モラル・エコノミーの復活ではなく、その
破壊なのである。落合は、世直し騒動の質地・質物「取り戻し」と、平時の「請戻
し」を連続的にとらえているため、上記の再返還の意味が、権力による世直しの成
果の否定としてしか、理解されていない。   
(36) F.A.Hayek ed., Capitalism and the Historians, Chicago： The University 
of Chicago Press, 1954. 
 それ以前に、同様の認識を示していた、日本人学者がいた。猪谷善一「マルクス
学説一批判として観たる英国産業革命の特殊性」（東京商科大学卒業論文、1923 年）。
猪谷については、大島真理夫「猪谷善一の経済史観（1923 ｰ 1928 年）に関する覚え
書き」大阪市大『経済学雑誌』95 巻 3･4 号、1994 年 11 月、を参照。 
(37)  トマス・Ｃ・スミスは、日本近世の農民たちの鋭敏で、節約的な時間観念を
明 ら か に し た （ T.C.Smith, Native Sources of Japanese Industrialization: 
1750-1920, Berkeley and Los Angels: University of California Press,  1988, 
chap.9. その邦訳、大島真理夫訳『日本社会史における伝統と創造ー工業化の内在
的諸要因､1750 ｰ 1920 年ー』ミネルヴァ書房、1995 年、第９章）。今日、多くの近
世農民の日記が紹介されているが、何年にもわたって毎日、農作業を中心として自
分の行動を丹念に記録に残す行動は、まさに「抑うつ的で緊張にみち」ているとい
えないであろうか。そして、おそらくは村役人クラスの中・上層の農家である、こ
れらの農民が無年季的質地請戻しに応じたのである。 
 さらに、示唆的なことに、E.P.トムスンは、前近代社会の人々は近代人とは異な
ったゆっくりとした（抑うつ的で緊張にみちていない）時間観念をもっていたと主
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張しており（E.P.Thompson,“Time, Work-Discipline, and Industrial Capitalism
”, Past and Present, 38, Dec.1968.）、スミスはそれを批判したのである。モラ
ル・エコノミー論的議論には、共通点があるようである。 
(38) E.P.Thompson, "Moral Economy", p.129.  
(39) 佐々木、前掲論文（注 35）は、その点を強調した上で、さらに全国的展開の
可能性を探った。 
(40)  小池基之『日本農業構造論』時潮社、1944 年、64 ｰ 81 ﾍﾟｰｼﾞ。 
(41)  T.C.スミス、前掲書（注 36）、第１０章。 
(42) 近世農村のモラル・エコノミーを考える場合、近世社会は一方において高度
な信用経済を成立させるほどの発達した経済社会であったことを忘れてはならない。
農村においても、文書による取引契約は成立していた。それを無視する無年季的請
戻しは、やはり（合法的な）例外的措置と考えられるべきではないであろうか。 
(43) 江藤、前掲論文（注 26）。 
(44) ここの議論は、ジェイムズ・スコット（James C. Scott, The Moral Economy 
of the Peasant, New Haven: Yale University Press, 1976.）、サミュエル・ポプ
キン（Samuel L. Popkin, The Rational Peasant: The Political Economy of Rural 
Society in Vietnam, Bekeley and Los Angels: University of California Press, 
1979.）、それを紹介し、独自の理論を提示した、原洋之介（『クリフォード・ギア
ツの経済学ーアジア研究と経済理論の間でー』リブロポート、1985 年）の議論を念
頭においている。私は、ポプキンの議論に親近感をもっている。Samuel L. Popkin,
“Public Choice and Peasant Organization”, in Toward a Political Economy 
of Development: A Rational Choice Perspective, ed. Robert H. Bates, Berkeley 
and Los Angels: University of California Press, 1988, も参照のこと。 
(45) 近年の、いわゆる新制度学派の経済学の展開が、そのための重要なツールを
開発してきた。その展開に言及する準備もスペースもないが、この立場からのモラ
ル・エコノミー論批判として、Yujiro Hayami and Masao Kikuchi, Asian Village 
Economy at the Crossroads: An Economic Approach to Institutional Change, Tokyo: 
Tokyo University Press, 1981, chap. 2, をあげておきたい。 
